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特別会計に係る情報開示の現状
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• 特別会計に関する法律に基づき、予算・決算及び企業会計の慣行を参考とした
書類（貸借対照表等の財務諸表）を翌年11月頃に公開している。
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第１回財政点検小委員会資料



開示すべき項目
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• 料金体系
• 予算・決算の概要
• 財務情報
• ダッシュボード
※情報開示物に関する監査法人の試作物を、例として机上配布
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諸外国知財庁における開示情報（１／２）

# 開示項目
諸外国知財庁（情報を開示している場合は「○」）

USPTO
（米国）

EPO
（欧州）

EUIPO
（欧州）

KIPO
（韓国）

UKIPO
（英国）

CNIPA
（中国）

DPMA
（ドイツ）

1 ダッシュボード（非財務）*1 〇 〇 x x x x x

2 統計情報*2 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇

3 予算レポート 〇 x ○ x x 〇
△

（歳出入に
関する予算
あり）

4 料金改定時に係る価格弾力性に関するレポート 〇 x x x x x x

5 料金改定に係る収益予測 〇 x x x x x x

6 料金改定に係る収益予測算定ロジック 〇 x x x x x x

*1ダッシュボード（非財務）・・・審査期間や未審査件数など非財務情報の可視化
*2統計情報・・・申請や請求に係る各プロセスの件数情報
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諸外国知財庁における開示情報（２／２）

# 開示項目
諸外国知財庁（情報を開示している場合は「○」）

USPTO EPO EUIPO KIPO UKIPO CNIPA DPMA

7 ユーザー支援策の状況（内容、財源、主体
等）

〇
（中小企業に
対する減免制
度あり、利用
状況等のレ
ポートなし）

x ○ 〇

〇
（License of 

Right制度あり、
またCOVID-19
下における暫
定的な料金改
定あり）

x
〇

（License of 
Right制度あ
り）

8 料金等に関するユーザーサービス（納付手段、
各手段の利用状況、納付システム等） 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇

9 ユーザー満足度に関する調査結果 〇 ○ ○ 〇 〇 x x

10 主要業務計画・達成目標等 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇

11 財務情報

収支 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇

BS/PL 〇 〇 〇 〇
（BSなし) 〇 〇 x

注記情報 〇 〇 〇 × 〇 〇 x

12 組織概要 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

13 経営陣（役員等） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

8



（参考）米国特許庁（USPTO）における情報開示物（予算レポート）

• 予算内容について、権利別、費目別に記載

１

１

特許部門の人員・予算

2

特許部門
の直接費

9

直接費（特許部門）
の費目別内訳

2

※出典：”USPTO FY 2022 President's Budget Request”
https://www.uspto.gov/sites/default/files/documents/fy22pbr.pdf
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USPTOでは、料金改定にあたって、以下４つのシナリオをもとに収益予測を算出し、分析を実施

 Alternative 1: USPTOが提案する料金改定を反映した場合
・収入面：審査期間の最適化等のサービス向上及びUSPTOを運営する上での財務の持続可能性を確保するに充分な収
益が見込まれる。

・USPTOの政策に沿った料金変更とすることにより、料金体系の設計上の利点（①イノベーションの推進戦略、②各
手続きごとの実費に基づく料金の調整、③推奨する手続き方法を優遇することで庁内手続きを効率化、④推奨する
手続き方法以外も追加料金によって許容）がある。

 Alternative 2: 各手続きに係る実費コストを料金とする場合
・収入面に関しては、Alternative 1と同様
・イノベーションを促進するために一部の手数料を実費以下に設定してきた長年の慣行を逆転させる、そして、審査
料等が大幅に高くなり、参入障壁となる可能性がある等のデメリット有

 Alternative 3: すべての現行料金を一律10%引き上げた場合
・収入面に関しては、Alternative 1と同様
・料金レートのみを変更するので、料金体系の設計に関して、現行料金体系を上回る利点はない。
 Alternative 4: 料金改定を行わない（現行料金）場合
・収入不足等の問題有

Alternative 1 ～3は、収入面に明らかな違いはないが、Alternative 1 は、料金体系の設計に関して追加の利点があ
る唯一の案であると結論づけている。
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米国特許庁（USPTO）の料金改定に係る収益予測算定ロジック

※出典：” Regulatory Impact Analysis FY2020”
https://www.uspto.gov/sites/default/files/documents/Regulatory%20Impact%20Analysis-FY2020%20Final%20Rule.docx
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財政管理ダッシュボード（サマリ）

財政管理ダッシュボードサマリ2020年度

当年度剰余金残高 1,586M 前年度比+10%

剰余金トレンド 歳出入内訳
歳入

歳出

収支差額 168M 前年度比+5%

XXXM
前年度比-5%

XXXM
前年度比-5%

XXXM
前年度比+3%

XXXM
前年度比+3%

2019年度実績 2020年度実績

XXXM
前年度比-5%

XXXM
前年度比+3%

2020年度予算

歳入 歳出 剰余金

イメージ

12



財政管理ダッシュボード（剰余金管理）

トレンド分析（剰余金）
剰余金実績

上振れ：XXM
前年度比-10%

剰余金予測と実績の比較 収支差増減アラート

予測乖離アラート

# 4法 当期実績 前年度実績 前年度比増減

1 特許 XX XX +XX％

2 実用新案 XX XX +XX％

3 商標 XX XX +XX％

4 意匠 XX XX +XX％

5 その他 XX XX +XX％

剰余金予測 剰余金実績

安定的に確保すべき水準

下振れ：XXM
XXM

• 剰余金について、予測との乖離を見て、必要に応じて、料金改定を検討
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財政管理ダッシュボード（件数の予実比較）

トレンド分析（特許・件数）
出願件数 審査請求件数

XX件
予測比-10%

XX件
予測比+10%

件数トレンド（特許） 過去の実績・予測との比較（特許）

歳入

XXXM
予測比-10%

600

650

700

出願件数実績 出願件数予測

登録件数

XX件
予測比-10%

500

550

600

審査請求件数実績 審査請求件数予測

登録件数実績 登録件数予測

# 種別 当月
実績

前月
実績

前月比
増減

前年同
月実績

前年同
月比
増減

予測
件数

予測比
増減

1 出願
件数 XX件 XX件 +XX％ XX件 +XX％ XX件 +XX％

2
審査
請求
件数

XX件 XX件 +XX％ XX件 +XX％ XX件 +XX％

3 登録
件数 XX件 XX件 +XX％ XX件 +XX％ XX件 +XX％

4 XX XX XX件 +XX％ XX件 +XX％ XX件 +XX％

5 XX XX XX件 +XX％ XX件 +XX％ XX件 +XX％

• 歳入に影響する各種件数について、予測と実績を比較し、乖離が拡大傾向にある場
合、剰余金への影響が大きくなる前に予測を見直し、財政方針に反映。
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財政管理ダッシュボード（セグメント別収支）

2018年度歳入

2018年度歳出

2019年度歳入

2019年度歳出

2020年度歳入

2020年度歳出

出願 審査 登録 年金 審判

トレンド分析（特許収支）
歳入 歳出

XXM
前年度比+10%

XXM
前年度比+10%

収支トレンド（特許）

現存率の推移（特許）

収支差額

XXXM
前年度比+10%

歳入 歳出

収支差予実比較（特許）

収支差予算 収支実績

• セグメント別に収支バランスを管理
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処理別収支構造比較（特許）
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